
様式１

政府統計コード

基幹・一般の別(選択記入)

調査の名称

○

○

点検・評価の様式（手引版雛形）

00450431

特定一般統計調査

社会保障・人口問題基本調査（出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査））

特記事項

基幹統計以外の重要な統計の作成に利用

その他（将来推計人口の作成の基礎資料）

政府内における調査結果の利活用状況

※該当するものを選択(複数選択可)

重要な政策の立案・実施・評価の直接の根拠資料として利用

国が給付する手当や給付金の算定根拠として利用

月例経済報告に利用

基幹統計の作成に利用



①　調査計画との整合性確保等の観点

調査計画との整合性
（整合している場合チェック）

 (注１)「※」を付している一般統計調査の点検項目については、調査事項の10%未満の変更等、承認を要しない「軽微な変更｣の範囲や公表内容との整合性に留意して点検を実施

（注２）不整合は生じていないものの、調査計画の改善を検討（予定）している事項がある場合はシート②で記載

対応状況
(選択記入)

○ 調査実施期間(始期・終期) ○ 調査票の提出期限 ○ 調査計画の変更申請

調査の周期 その他 調査計画の軽微変更

業務マニュアルの整備充実 対応中/対応予定

実施方法の見直し

その他

6.報告を求める期間※

　次回（令和７年実施予定）調査では、調査実施期間の
終期か、調査計画かのいずれかを見直すことにより、調
査計画と実査の整合を図る。

特記事項（○をつけた項目の概要を記載してください）

調査実施期間の終期については、報告者に示している調査票の提出期限（７月中）を記載すべきだったが、本調査
の経由機関である都道府県等から国立社会保障・人口問題研究所へ調査票を提出する期限（８月中旬）を記載して
いた。

　　　　　点検･評価事項等

不整合の項目

調査計画との整合性 不整合が生じている場合の対応状況

不整合の概要
（該当項目に○を入力し、概要を記載。複数選択可能）

左記対応の概要(自由記入)
対応方法

(複数選択可能)

３.報告者数等※

２.調査対象の範囲 ※

４.報告事項とその基準期⽇ ※

１.調査の⽬的

５.報告の⽅法 ※

６.報告を求める期間 ※

７.集計事項※

９.使⽤する統計基準
８.結果の公表⽅法及び期⽇ ※ 調査結果の公表の⽅法及び期⽇

10.調査票情報の保存 調査票情報の保存期間及び保存責任者

報告を求める個⼈⼜は法⼈その他の団体(報告者)の数等

報告を求める事項及びその基準となる期⽇⼜は期間

11.⽴⼊検査 基幹統計調査のみ

報告を求めるために⽤いる⽅法

⼀部不整合あり



②　統計の品質確保・向上を図るための統計作成プロセスの水準の段階的な向上の観点

業務マニュアル等の
整備・共有の状況

及び

実際の業務の実施状況

の確認等

見直し・改善の概要(自由記入)
見直し・改善の内容（左記の類型）

（該当するものを選択、複数選択可能）
対応状況

(選択記入)

○ 調査計画の見直し・改善 ○ 調査計画の変更申請

○ 業務マニュアル等の整備・充実・改善 調査計画の軽微変更

品質の表示 ○ 業務マニュアルの整備・充実

変更管理の実施 ○ 実施方法の見直し

遅延調査票への対応 その他

○ 外部委託先からの意見や改善提案の聴取

○ ＤＸの実施、データのデジタル化

○ システムの要件・仕様の可視化

プロセス診断結果の取り込み

その他プロセスの段階的な向上に向けた取組

記入欄
No.１

対応中/対応予
定

見直し・改善の対応方法・手段
(複数選択可能)

報告者負担軽減の観点から、第17回（令和７年実施予定）調査からオンライン調査を導入することを予定して
いる。
具体的なスケジュールとしては、令和５年度～６年度初頭に、オンライン調査の導入に向けた資料収集や電子
調査票の開発を行なっている業者からのヒアリング等の情報収集を行い、課題等を精査し、要件や設計を明確
化する。そして令和６年度夏までを目処に画面開発の外部委託のために仕様書を作成して入札を行い、年度内
にシステムの設計・開発を行うことを予定している。
また、オンライン調査を導入することを踏まえ、第17回調査において調査計画の変更に加え、調査実施やデー
タクリーニングのプロセスなど業務マニュアルの更新をすることも予定している。

課題なし

課題あり、⾒直し・改善を実施（予定含む）

その他（例：課題精査中、課題はないが⾒直し・改善を実施（予定含む）等）



③　必要な精度の確保・向上の観点

目安としている
指標の設定時期

(自由記入)

今回調査
(又は前回調査)

前回調査
(又は前々回調査)

前々回調査
(又は前々前回調査)

達成精度

回収率・回答率

○ 回収調査票数

カバレッジ

その他

設定なし

１ 調査の実施目的を確保するため
の精度管理の実施状況

目安としている指標の設定状況
目安としている指標の具体的推移

(自由記入。別紙も可)

精度管理の目安と
している指標区分
※該当するものを
選択(複数選択可)

目安としている指標の具体的な
設定内容･考え方等

(自由記入。別紙も可)

若年人口の減少と未婚化が進んでいるた
め、調査回ごとに調査区に出現する各年代
の初婚どうし夫婦の数が減少していること
を踏まえ、母比率50%に対し推定値が95%の
確率で45%～55%の範囲に収まるために、各
年代の初婚どうし夫婦で必要となる標本サ
イズ385を確保することを目指している。

最新の国勢調査に基
づく「日本の世帯数
の将来推計」によ
り、有配偶人口や独
身者人口の予測数が
得られた機会にて検
討している。

（1000地区）
初婚どうし夫婦
妻20代       358組
妻30代前半   660組
妻30代後半   925組
妻40代前半 1,102組
妻40代後半 1,305組

（900地区）
初婚どうし夫婦
妻20代       472組
妻30代前半   820組
妻30代後半 1,203組
妻40代前半 1,547組
妻40代後半 1,288組

（840地区）
初婚どうし夫婦
妻20代       652組
妻30代前半 1,122組
妻30代後半 1,744組
妻40代前半 1,602組
妻40代後半 1,583組


